
戦没者遺骨収集事業の推進等により、戦
没者遺族を慰藉するとともに、中国残留邦
人等に対する自立支援等を行うこと

（施策番号Ⅷ－３－２）

添付資料

資料３－２



昭和51年度から、遺族の要望にこたえるため、旧主要戦域等で、戦没者の慰霊を目的として慰霊巡拝を行っている。
なお、沈没した艦船等の戦没者に対しては、適宜船舶を使用して洋上での慰霊を実施している。

○ 慰霊巡拝は、旧主要戦域毎などに計画的に実施する。
○ 慰霊巡拝団は、訪問地で相手国の事情の許す限り現地慰霊を行う。
○ 慰霊巡拝団は、当該地域の戦没者を対象とした合同追悼式を行う。

ビスマーク・ソロモン諸島慰霊巡拝の
様子

インドネシア慰霊巡拝の様子

趣旨

実施方法

実施状況

※ 戦没者の遺族（配偶者、父母、子、兄弟姉妹、子・兄弟姉妹の配偶者、孫、甥・姪）に対し、旅費法
に基づいて算出された外国旅費及び内国旅費の合計額の３分の１を補助。

年 度 地 域 参加者

2017
(平成29）

旧ソ連、中国、硫黄島、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾄ
ﾗｯｸ諸島、ﾏｰｼｬﾙ・ｷﾞﾙﾊﾞｰﾄ諸島

283

2018
(平成30）

旧ソ連、中国、硫黄島、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ、北ﾎﾞﾙﾈｵ、ﾋﾞ
ｽﾏｰｸ諸島、ﾐｬﾝﾏｰ、ﾊﾟﾗｵ

294

2019
(令和１）

旧ソ連等、中国、硫黄島、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ、ﾋﾞｽﾏｰｸ・ｿ
ﾛﾓﾝ諸島、ﾏﾘｱﾅ諸島、ｱｯﾂ島、ｲﾝﾄﾞ

248

2020
(令和2）

硫黄島（実施）、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ（中止）、旧ソ連等（中止）、中国（中
止）、東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ（中止）、ﾋﾞｽﾏｰｸ諸島（中止）、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
（中止）、ﾄﾗｯｸ諸島（中止）、ﾐｬﾝﾏｰ（中止）

19

（令和３年４月末時点）

測定指標１：慰霊巡拝
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概要

○ 昭和27年度以来、厚生労働省では、海外の戦没者の遺骨収容を実施。

海外戦没者概数
約240万人

収容遺骨概数 約128万柱

未収容遺骨概数 約112万柱
うち ①海没遺骨 約30万柱

②相手国事情により収容が困難な遺骨 約23万柱
上記①②以外の未収容遺骨（最大） 約59万柱 令和３年３月末現在

これまでの遺骨収集事業の推移

第１次
昭和27年～32年

第２次
昭和42年～47年

第３次
昭和48年～50年

昭和51年
～平成17年

平成18年～

・収容遺骨数
約11万5千柱

・収容遺骨数
約10万柱

・収容遺骨数
約8万6千柱

・収容遺骨数
約3万柱

陸海軍部
隊の復員
時や引揚
時に送還
した遺骨

約９３万
２千柱

・旧主要戦域と

なった各地を船
舶で巡航して実
施。

・ もっぱら戦没者

の象徴遺骨（遺
骨の一部）を収
容、昭和32年度
に政府事業とし
ては、概了。

・旧戦域に数多くの

遺骨が放置されて
いるとの遺族や戦
友の指摘、旧戦域
の開発等により、
遺骨が発見される
事例が多くなって
いることを踏まえ、
改めて計画的な遺
骨収集を実施（６
年計画）。

・航空便の利用や

現地住民を雇用し
て実施。

・ 遺骨収容に国民の

関心が高まったこと
（横井庄一氏救出）、
戦後30年が近かっ

たことにより、遺骨
収集の充実強化を
図る（３年計画）。

・ 相手国の事情等

で収容できなかっ
たが、新たに収骨
が可能となった地
域等について継続
的に遺骨収集を
実施。

・ 遺骨情報の減少

等により、収容が
困難になりつつ
あったため、民間
団体等の協力を
得て海外未収容
遺骨の集中的な
情報収集を開始。

・収容遺骨数
約1万2千柱

その後
も､遺族
や戦友
による
独自活
動継続

昭和48年度から民間団体に対する補助事業を実施
（昭和48年度～：2/3補助、平成13年度～：3/3補助）

(注) 遺骨収集事業による収容遺骨数 約34万柱

遺骨収容の作業風景
（上下ともにロシアの遺骨収容作業風景）

遺
骨
収
集
推
進
法
に
よ
り
令
和
６
年
度
ま
で
を

集
中
実
施
期
間
と
し
て
取
組
を
促
進

平成
28年

測定指標２：戦没者の遺骨収集事業
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自立支援通訳等派遣事業

(ｱ) 自立支援通訳派遣事業

医療・介護サービス利用、健康相談や就労相談を受ける際、公的機関から援助を受ける際などに通訳

が必要な場面に同行して、通訳業務を行う。

(ｲ) 自立指導員派遣事業

日常生活での諸問題に関する相談、指導や関係行政機関への連絡を行う。

(ｳ) 就労相談員派遣事業

就労に向けた相談や指導、就労後の離職を防止するための指導に加え、就労受入れ企業の開拓等を行

う。

(ｴ) 巡回健康相談の実施

地域巡回、戸別訪問で、医療、保健衛生上の観点から必要な助言を行う。

この事業は、市町村（特別区含む。支援連絡会を設置した場合は、都道府県）が実施する。

測定指標３・４：自立支援通訳派遣事業・自立指導員派遣事業
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実施主体
（市町村）

※支援連絡会を設置した場合は都道府県

民間団体等

自立支援通訳

自立指導員

就労相談員

巡回健康相談員

②
事
業
委
託

⑦
事
業
報
告

・委託契約締結

・事業費支出

②委嘱等

②医師会・地域の保健センター等に協力要請

・四半期毎又は月毎等

（派遣回数、相談内容等） 中
国
残
留
邦
人
等
と
そ
の
家
族

（支
援
対
象
者
）

③
登
録

⑤
要
請

④支援の申し出

⑥サービスの提供

・支援対象者のニーズに

応じた必要なサービス

を提供

①制度の周知・広報活動

○ 自立支援通訳等派遣事業について

・リーフレットの作成・配布

・ＨＰの作成・広報

補 助 内 容

１．自立支援通訳等派遣（補助率10/10）

中国残留邦人等の日常生活上の相談、公共機関
等のサービス利用時の通訳 就労のための相談及
び健康相談等を行い安心した生活が送れるよう自立

支援通訳等の派遣に要する経費を補助する。
＜対象経費＞
・報償費 ・活動費（旅費） ・需要費（消耗品費、印刷製本
費） ・役務費（通信運搬費、保険料） ・使用料及び貸借
料・委託料

※ 自立指導員及び就労相談員のみ活動推進費として、需
用費、役務費の補助が可能。民間団体等に事業委託し
た場合のみ委託料の補助が可能。また、事業委託の締
結、事業報告に必要な経費の補助が可能

２．制度の周知・広報活動（補助率10/10）

制度の周知・広報活動に必要な経費について補助

する。（上記対象経費であれば補助可能）
＜事例＞
○リーフレット等作成に必要な経費
・実施主体と民間団体等が打合せを行った際の旅費
・実施主体と民間団体等が連絡調整を行った際の通信
費、郵便料
・支援対象者に対し送付するリーフレット等の郵便料
・リーフレット等を作成の際の消耗品や印刷製本費

※ その他、事業の事前準備や事前調整に必要な経費
も補助対象となる。

中国語（ロシア語）

の解る人に病院

（介護施設）や役所

に一緒に行って

ほしい。

日本語をもっと勉強したい。

地域の人ともっと交流をし
たい。

仕事のことで
相談したい

民
間
団
体
等
に
事
業
委
託
可

測定指標３・４：自立支援通訳派遣事業・自立指導員派遣事業
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本

人

都 道 府 県 庁

社会・援護局
援護・業務課

【海軍関係担当】

【陸軍関係担当】
（注１）

本

人

年金
事務所

日本年金
機構
（注２）

日本年金
機構

陸軍軍人・軍属（高等文官・従軍文官、造兵廠等所属
の雇傭人・工員を除く）の場合（履歴申立書）

陸軍軍属（高等文官・従軍文官）及び
海軍軍人・軍属の場合（履歴申立書）

陸・海軍軍属（旧令共済組合員
期間）の厚生年金裁定の場合
（履歴申立書）

履歴証明依頼 履歴証明回答

厚生年金
裁定通知

履歴証明書交付

履歴証明書交付

（注１）所属に応じて都道府県庁へも証明依頼している

（注２）履歴証明書は日本年金機構から国家公務員共済組合連合会特定事業部旧令年金課あて送付され、旧令共済組合員期間証明を得ている。

旧陸海軍軍人・軍属の軍歴は、恩給及び各種共済組合の退職年金への通算対象となる。また、厚生年金保
険法、国民年金法の改正に伴う旧令共済組合員期間の通算、叙勲、被爆者健康手帳申請等の際に軍歴が必
要とされる。旧陸海軍の人事記録を引き継いだ厚生労働省及び各都道府県は、これら関係者からの請求に応
じ、軍歴証明書を発行し、交付している。請求者は高齢化しており、迅速な対応が求められている。

測定指標５：軍歴調査（証明）事務

事務の流れ

- 5-



恩給の請求は、退職当時の本属庁（所属官庁）を経由して提出しなければならない。これは、本属庁
に履歴その他勤務に関する原本が備えられているためである。厚生労働省は、陸海軍省の残務（人事
記録）を継承した官庁として、軍人・軍属及びその遺族からの恩給請求について、請求者の退職当時の
本籍地を管轄する都道府県から恩給請求書類の送付を受け、必要な審査を行った後、裁定庁である総
務省に進達している。請求者は高齢化しており、迅速な対応が求められている。

事務の流れ

恩給請求書類

恩給請求書類

請求書類進達

遺

族

現
住
地
都
道
府
県
庁

退

職

当

時

の

本

籍

地

都

道

府

県

庁

厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
援
護
・
業
務
課

総

務

省

本

人

測定指標６：恩給進達事務

請求書類進達

恩給請求書類
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測定指標７：抑留者関係資料の調査

１ 事業の概要及び経緯
（１） 終戦間近の昭和２０年８月９日、ソ連が日ソ中立条約を破棄し参戦したことにより、戦後、旧満洲、樺太、千島から
約５７万５千人の軍人等はシベリア及びモンゴルに強制抑留され、各地の収容所において強制労働に従事させられた
が、収容所に連行される途中及び収容後の重労働や生活環境の不良、酷寒下の越冬等の悪条件により多数の死
亡者を出した。

（２） 平成３年に、日ソ間で「捕虜収容所に収容されていた者に関する日本国政府とソヴィエト社会主義共和国連邦政
府との間の協定」が締結され、約３万７千人分の抑留中死亡者名簿が引き渡された。その後も協定を継承したロシ
ア連邦政府等から数次にわたり死亡者名簿等が提供されている。

（抑留者数）

① 旧ソ連地域に抑留された者 約 ５７５，０００人

② 現在までに帰還した者 約 ４７３，０００人

③ 死亡と認められる者 約 ５５，０００人

④ 病弱のため入ソ後旧満州・北朝鮮に送られた者等 約 ４７，０００人

（３） 当局においては、ロシア政府等より提供された名簿等と日本側資料との照合調査を行い、死亡者を特定した場合
は、都道府県の協力を得て遺族調査を実施し、提供された名簿等の記載内容を遺族にお知らせしている。
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